様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　2021年 3月 5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）あいしんせいきかぶしきがいしゃ
                    　　　一般事業主の氏名又は名称 アイシン精機株式会社
（ふりがな）いせ　きよたか
                  　　　（法人の場合）代表者の氏名 伊勢　清貴    
住所　〒448-0032
　　　　　愛知県刈谷市朝日町２丁目１番地
法人番号　6180301013611　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	持続的成長に向けた競争力強化への取り組み
※2019年3月期 第2四半期決算 決算説明プレゼンテーション資料（事業篇）
持続的成長に向けた中期戦略
※2020年3月期 第2四半期決算 決算説明プレゼンテーション資料（事業篇）

	公表日
	２０１８年１０月３１日
２０１９年１０月３１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.aisin.co.jp/investors/settlement/pdf/fy2019_q2_presentation_b%2B.pdf  【P.1】
https://www.aisin.co.jp/investors/settlement/pdf/fy2020_q2_presentation_b.pdf  【P.2、14、21】

	記載内容抜粋
	・コネクティッド技術と車載システムにより、人や社会に寄り添うサービス・コンテンツを提供
・設計から生産準備まで一貫した3Dデータとシミュレーション技術の活用により、開発・生産準備期間を短縮

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成し、公表している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アイシングループレポート２０２０

	公表日
	２０２０年　９月３０日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.aisin.co.jp/csr/report/pdf/aisin_ar2020.pdf  【P.19、34、35】

	記載内容抜粋
	・ MaaSへの取り組み
カーナビゲーション技術で培った高度な位置情報技術を中心とするモビリティプラットフォームを確立し、「チョイソコ」や「道路維持管理支援サービス」等、新たなサービスを提供する。
・ 技術開発におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組み
バーチャル評価を活用し、より高精度な周辺監視システム開発で交通事故を未然防止できる世の中を実現する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき作成し、公表している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	企業サイトニュースリリース
https://www.aisin.co.jp/news/2020/012285.html
https://www.aisin.co.jp/news/2019/012114.html
https://www.aisin.co.jp/news/2019/012102.html
https://www.aisin.co.jp/news/2020/012333.html

	記載内容抜粋
	スタートアップ企業との協業や、AI（人工知能）技術拠点の開設、産学連携での共同研究など推進体制の強化を図っている。
2021年4月からは、DXの取り組みを加速し、あらゆる業務プロセスの革新を実現するデジタル経営基盤を確立するため、DX戦略センターを設置する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2020年3月期 第4四半期決算 決算説明プレゼンテーション資料（事業篇） 【P.12】
https://www.aisin.co.jp/investors/settlement/pdf/fy2019_q4_presentation_b.pdf
アイシングループレポート2020 【P.35】
https://www.aisin.co.jp/csr/report/pdf/aisin_ar2020.pdf

	記載内容抜粋
	グループ会社との基幹システムの共通利用を促進し、グループ会社のIT投資をグループ本社へ集約しグループIT投資効率化を進めている。
また、位置情報等のビッグデータを全社で活用するため、ビッグデータ分析プラットフォームを構築している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アイシングループレポート2020
SDGsアイシングループの優先課題（マテリアリティ）

	公表日
	２０２０年　９月３０日
２０１９年　７月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.aisin.co.jp/csr/report/pdf/aisin_ar2020.pdf   【P.19】
https://www.aisin.co.jp/csr/aisin-group/initiative/


	記載内容抜粋
	個別施策については、それぞれ工数30%低減などのKPIを定めて推進している。
また、SDGsの優先課題と目標値を公開しており、デジタルでその達成に向けて寄与するように取り組みを進めている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	１）２０２１年１月１８日
２）２０１８年７月１０日、２０２０年１０月１日

	発信方法
	１）各種メディアへの発信
https://newswitch.jp/p/25539
２）ニュースリリースhttps://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000061.000019011.html
https://www.aisin.co.jp/news/2020/012291.html

	発信内容
	１）DXの方向性について
２）DX関連施策の推進状況について



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　２０２０年　８月頃　～　２０２０年　１０月頃

	実施内容
	IPA自己診断結果入力サイトより入力済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　２０２０年　４月頃　～　　　年　　月頃

	実施内容
	CDOを最高責任者とし、セキュリティ専門組織である「GA-CSC」を設置してサイバー攻撃や内部不正等のリスクに内部監査で対応している。
※アイシングループレポート2020 【P.71】 コーポレートセキュリティ体制
https://www.aisin.co.jp/csr/report/pdf/aisin_ar2020.pdf



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

